
様式１

令和４年度実施事業及び令和５年度新規事業
財務省

（単位：百万円）

令和５年度 令和６年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ  Ｂ－Ａ＝Ｃ
３つを超える場

合

0001 財政制度等に関する調査 令和3年度 終了予定なし 5 5 -  外部有識者点検対象外
事業内容の一部

改善

　調査に当たっては、真に必要な内容に限定すると
ともに、財政健全化という重要なテーマに対して効
率的、効果的な調査を行うよう努める。
　また、事業の効果を具体的に把握・評価できるよ
うなアウトカムの設定を検討する。

5 5 - - 執行等改善

　調査に当たっては、真に必要な内容に限定
するとともに、財政健全化という重要なテー
マに対して効率的、効果的な調査を行うよう
努める。

主計局 一般会計

（項）財政健全化推進費
　（大事項）財政の効率化・
　　　　　　質的改善の推進
　　　　　　に必要な経費

財務 21 - 0001 - 00 - - - - - 令和4年度 ○

0002 旅費等実態調査 令和3年度 終了予定なし 14 14 11 外部有識者点検対象外
事業内容の一部

改善

　調査に当たっては、引き続き、入札における競争
性を確保するとともに、諸外国との事情の違いや民
間企業との相違点など、調査結果を有効に活用する
ことにより、合理的な制度設計を行うよう検討す
る。
　また、定性的なアウトカムの設定となっているた
め、定量的な指標の設定を検討する。

13 14 1 - 執行等改善

　引き続き、一般競争入札を実施するなど適
切な手続きをとることにより競争性の確保に
努めると同時に、旅費制度の見直しのために
真に必要な調査項目の精査を徹底すること等
により、コストの削減及び効果的・効率的な
予算執行に努める。

〃 〃

（項）財政健全化推進費
　（大事項）財政の効率化・
　　　　　　質的改善の推進
　　　　　　に必要な経費

財務 21 - 0002 - 00 - - - - - 令和4年度 ○

0003 諸外国の税制に関する調査 平成7年度 終了予定なし 25 25 20

 本事業は、税制の制度設計に資する重要な事業
であり、調査案件も計画的に絞り込まれてお
り、調査結果も具体的な企画立案において有効
に活用されているが、調査内容が企画立案に向
けた検討に活用されているか検証するにあたっ
ては、調査の性格によって概念整理、政策立
案、法整備等の目的に応じて有用であった割合
を整理して成果目標の設定に努めること。
　税制の制度設計に役立たせるためには、実力
ある事業者を選択し、充実した調査結果を得る
必要があるため、総合評価基準や調達日程の適
正な確保に引き続き努めること。

事業内容の一部
改善

　外部有識者の所見を踏まえ、調査内容が企画立案
に向けた検討に活用されているか検証するにあたっ
ては、調査の性格によって概念整理、政策立案、法
整備等の目的に応じて有用であった割合を整理して
成果目標の設定に努める。
　また、総合評価基準や調達日程の適正な確保に引
き続き努める。

25 25 - - 執行等改善

　成果目標の設定に当たっては、調査内容が
中長期的な検討に用いられるものであるとい
う性質を踏まえ、企画立案に向けた検討段階
における活用と実際の制度改正の企画立案に
おける活用に区分するなど、適切に行う。ま
た、更なる調査内容の質の向上や有効活用の
観点から、引き続き、調査対象の精査、適切
な総合評価基準の設定、委託先事業者との緊
密なやりとり等に取り組むとともに、調査の
効率的な執行の観点から、競争性を確保すべ
く、委託先となりうる業者の一般的な繁忙期
を勘案した調査時期の柔軟化を行うなど、執
行面での取組に努める。

主税局 一般会計

（項）税制企画立案費
　（大事項）税制の企画及び
　　　　　　立案に必要な経
　　　　　　費

財務 21 - 0003 - 00 - - - - 書面点検 その他 平成30年度 ○

0004 国税庁の広報活動経費 昭和24年度 終了予定なし 441 441 399  外部有識者点検対象外
事業内容の一部

改善

　本事業の効果を、設定した指標により適切に把
握・検証し、租税教育の更なる充実を図るととも
に、納税者に自発的かつ適正な申告・納税を啓発す
るため、より効果的な広報媒体の選択に努める。

436 435 ▲0 ▲2 縮減

　アンケート等から納税者のニーズを勘案
し、地域性を考慮した広報媒体（ラジオ、横
断幕・懸垂幕広報など）の縮小、全国一律の
広報媒体（特にｲﾝﾀｰﾈｯﾄ広告）の拡大など、よ
り効果的な広報媒体の選択を行った。

国税庁 一般会計

（項）税務業務費
　（大事項）内国税等の賦課
　　　　　　及び徴収に必要
　　　　　　な経費

財務 21 - 0004 - 00 - - - - - 令和3年度

0005 電話相談センター運営経費 平成18年度 終了予定なし 379 381 381

　税務相談事務は、相談者の不明点を的確に解
消でき、正確な申告ができたかという質の面で
の評価が重要であり、単に電話相談の時間短縮
という「税務相談事務の効率化」にのみ着目し
た成果目標は適当ではない。もう一つの事業目
的である「納税者利便・満足度の向上」を的確
に測るアウトカム指標の設定を検討すること。
　タックスアンサーやチャットボットといった
デジタルによる税務相談については、相談者の
アンケート評価やアクセスログ解析などによ
り、よりきめ細かく現在のサービスの課題を分
析し、相談者が容易に自己解決できるようアク
セシビリティ・ユーザビリティも含めて引き続
き改善を図り、ひいては税務相談事務の効率化
と質の向上に資するものとなるよう努めるこ
と。
　電話相談に係るフルコストから１件当たりの
単価を算出し、その推移に着目するなど、コス
ト面にも配慮した適切な業務運営に努めるこ
と。

事業内容の一部
改善

　外部有識者の所見を踏まえ、事業目的である「納
税者利便・満足度の向上」を的確に測るアウトカム
指標の設定を検討する。
　相談者のアンケート評価やアクセスログ解析など
により、相談者が容易に自己解決できるようアクセ
シビリティ・ユーザビリティも含めて引き続き改善
を図る。
　電話相談に係るフルコストから１件当たりの単価
を算出し、その推移に着目するなど、コスト面にも
配慮した適切な業務運営に努める。

399 424 26 - 執行等改善

　外部有識者からのとりまとめコメントを踏
まえ、令和５年度レビューシートについて
は、短期アウトカムとして「電話相談セン
ターにおける10分以内の相談割合」に「電話
相談の満足度」を加えて、質の面での評価指
標を追加することとした。
　また、参考指標として、「電話相談の運営
経費に係る相談１件当たりのフルコスト」に
ついても、令和５年度レビューシートから掲
載し、コスト面からの検証ができる指標を追
加することとした。

〃 〃 〃 財務 21 - 0005 - 00 - - - - 公開プロセス その他 平成30年度

0006 日本産酒類の競争力強化・海外展開推進事業 平成28年度 終了予定なし 1,332 1,476 1,377 外部有識者点検対象外
事業内容の一部

改善

　日本産酒類の国際的な競争力を強化し、輸出促進
を図るため、引き続き、商談においては対面のほ
か、ＩＣＴ活用等の効果を検証し、更なる施策の検
討・推進に取組むとともに、日本食の振興施策等関
連省庁との連携強化を図る。

847 1,351 505 - 執行等改善

　海外展示会への出展やオンラインを活用し
た商談会等の取組に当たっては、引き続き、
対面・ICT活用双方のメリット・デメリットを
考慮しつつ、より効果的な施策を実施する。
　また、農林水産物及び食品の輸出の促進に
関する法律に基づき、政府全体として農林水
産物・食品の輸出促進に取り組むこととして
おり、引き続き、農林水産省をはじめとする
関係省庁と足並みを揃えて日本産酒類の輸出
促進に取り組む。

「重要政策推進枠」
121

国税庁 一般会計

（項）税務業務費
　（大事項）酒類業の健全な
　　　　　　発達の促進に必
　　　　　　要な経費

財務 21 - 0008 - 00 - - - - - 令和3年度 ○

0007 清酒製造業近代化事業費等補助金 平成22年度 終了予定なし 600 600 569 外部有識者点検対象外
事業内容の一部

改善

　補助対象事業については、継続的に市場の動向等
を勘案し、常に効率的・効果的な施策を進めるとと
もに、日本産酒類の輸出促進や情報発信など事業全
体の目標に対する実績の達成に努める。

620 803 183 - 執行等改善
市場の動向等を勘案し、効果的な施策を進め
るため、一部の事業を見直した。

〃 〃 〃 財務 21 - 0009 - 00 - - - - - 令和2年度 ○

0008 酒類業構造転換支援事業 令和2年度 令和4年度 - 5 5 外部有識者点検対象外 終了予定
　アウトカムに設定している成果等について引き続
き検証を行い、事業の改善に努める。

- - - - 予定通り終了

　補助事業の成果については、５年間、補助
事業者から「事業化状況報告書」の提出を受
けることとしており、その報告内容を分析
し、事業の効果検証を行う。

〃 〃 〃 財務 21 - 0010 - 00 - - - - - 令和4年度 ○ 　

0009 日本産酒類海外展開支援事業 令和3年度 終了予定なし 1,402 698 473 外部有識者点検対象外
事業内容の一部

改善

　補助金を効果的・効率的に活用していくため、当
該事業の効果検証を適正に行うとともに、補助事業
の成果について、業界全体へ適切にフィードバック
し、酒類業振興のため、より効果的な情報発信のあ
り方について検討を行う。

2 1,302 1,300 - 執行等改善

　補助事業の成果については、５年間、補助
事業者から「事業化状況報告書」の提出を受
けることとしており、その報告内容を分析
し、事業の効果検証を行うとともに、他の酒
類業者の参考とすべき事例をとりまとめ、国
税庁ホームページで公表するなど、より効果
的な情報発信の方法を検討している。

「重要政策推枠」
1,302

〃 〃 〃 財務 21 - 0011 - 00 - - - - - 令和4年度 ○

0010 新市場開拓支援事業 令和3年度 令和5年度 - 731 639 外部有識者点検対象外 終了予定

　補助金を効果的・効率的に活用していくため、当
該事業の効果検証を適正に行うとともに、補助事業
の成果について、業界全体へ適切にフィードバック
し、酒類業振興のため、より効果的な情報発信のあ
り方について検討を行う。

600 - ▲600 - 予定通り終了

　補助事業の成果については、５年間、補助
事業者から「事業化状況報告書」の提出を受
けることとしており、その報告内容を分析
し、事業の効果検証を行うとともに、他の酒
類業者の参考とすべき事例をとりまとめ、国
税庁ホームページで公表するなど、より効果
的な情報発信の方法を検討している。

〃 〃 〃 財務 21 - 0012 - 00 - - - - - 令和4年度 ○

0011 独立行政法人酒類総合研究所運営費交付金 平成13年度 終了予定なし 1,011 1,011 1,011 外部有識者点検対象外
事業内容の一部

改善

　事業の実施に当たっては、引き続き、予算が各事
業に効果的に配分されているか確認するとともに、
業務経費及び一般経費の調達の一部における一者応
札等の改善に向けた要因分析に努める。

969 1,197 228 - 
年度内に改善を検

討

　自主財源の確保に努め、予算が各事業に効
果的に配分されているか確認するとともに、
業務経費の見直しを行い、コスト削減を図っ
た。一者応札等の改善に向け、要因解析を
行ったところ、一者応札・応募の調達は、研
究業務の委託及び研究機器の購入件数が大半
を占めており、これらの調達は、仕様が各研
究業務に応じた特殊なものとなる場合が多
く、対応できる業者が必然的に限られること
が要因であると考える。今後も引き続き、入
札における競争性の確保に向け、調達等合理
化計画に基づき、公告期間の十分な確保や複
数の者が入札可能となる仕様書の作成等によ
り応札機会の拡大に努める。

〃 〃

（項）独立行政法人酒類総
　　　合研究所運営費
　（大事項）独立行政法人酒
　　　　　　類総合研究所運
　　　　　　営費交付金に必
　　　　　　要な経費

財務 21 - 0013 - 00 - - - - - 令和2年度

0012 独立行政法人酒類総合研究所施設整備費補助金 令和4年度 終了予定なし 103 - - 外部有識者点検対象外
事業内容の一部

改善

　補助金の交付は、対象施設・設備の修繕等につい
て、その必要性などを考慮して計画的に交付すると
ともに、入札における競争性の確保に努める。

- 130 130 - 
年度内に改善を検

討

　実施すべき整備については、引き続き、老
朽化や耐用年数、施設の性質による危険性、
効率的な整備・利用方法等勘案し、職員の安
全、業務への影響等を踏まえた緊急度による
優先順位を付して計画的に交付する。また、
入札における競争性の確保に向けては、調達
等合理化計画に基づき、公告期間の十分な確
保や複数の者が入札可能となる仕様書の作成
等により応札機会の拡大に努める。

〃 〃

（項）独立行政法人酒類総
　　　合研究所施設整備費
　（大事項）独立行政法人酒
　　　　　　類総合研究所施
　　　　　　設整備に必要な
　　　　　　経費

財務 新23 - 0001 - 00 - - - - - ○

0013 国有財産台帳価格改定時価倍率調査 平成22年度 終了予定なし 5 5 4

 　本事業は、国有財産台帳の価格改定を行うに
当たり必要な事業であり、事業者が算定した時
価倍率の適正性については、担当部局による検
証手続きにより担保されていることから、設定
した定量的なアウトカムにより引き続き本事業
の効果を測ること。
　また、事業者の競争性が適正に保たれるよ
う、適正な調達に引き続き努めること。

現状通り

　外部有識者の所見を踏まえ、設定した定量的なア
ウトカムにより引き続き本事業の効果を測る。
　また、事業者の競争性が適正に保たれるよう、適
正な調達に引き続き努める。

4 6 1 - 現状通り

　引き続き、時価倍率の算出が合理的かつ効
率的に行われるよう一般競争契約（総合評
価）を実施し、時価倍率の適正性を検証の
上、各省各庁（財務局等を含む。）へ通知す
るなど適切に対応する。
　また、執行に当たっては、引き続き適切に
発注時期の設定を行う。

理財局 一般会計

（項）資産債務管理費
　（大事項）国有財産の管理
　　　　　　及び処分に必要
　　　　　　な経費

財務 21 - 0015 - 00 - - - - 書面点検 その他 令和元年度 ○

0014 公務員宿舎の建設等及び維持管理に必要な経費 昭和24年度 終了予定なし 11,062 11,198 10,800 外部有識者点検対象外
事業内容の一部

改善

　緊急参集要員用の宿舎（ＢＣＰ用宿舎）等、真に
必要な宿舎については、改修だけでなく、利用者の
ニーズや社会情勢の変化に沿った宿舎のあり方も踏
まえ、必要な宿舎の確保に向けた検討を行う。
　また、引き続き、長寿命化によるトータルコスト
の軽減を図るとともに、競争性の確保に努める。

11,088 11,987 899 ▲676 縮減

　宿舎の改修費等については、節減に引き続
き取り組み、コスト縮減に努めた。
　調達に当たっては、これまで以上に、業者
に対して入札への参加呼びかけを徹底するな
ど、引き続き競争性の確保に努める。

令和4年度作成時事業番
号0016「公務員宿舎建
設等に必要な経費（民
間資金等を活用した公
務員宿舎の整備、維持
管理及び運営に必要な
経費を含む）」と事業
番号0019「公務員宿舎
の維持管理に必要な経
費」を統合

〃 〃

（項）資産債務管理費
　（大事項）民間資金等を活
　　　　　　用した公務員宿
　　　　　　舎の維持管理及
　　　　　　び運営に必要な
　　　　　　経費
（項）公務員宿舎施設費
　（大事項）公務員宿舎建設
　　　　　　等に必要な経費
（項）財務局業務費
　（大事項）公務員宿舎の維
　　　　　　持管理に必要な
　　　　　　経費

財務 21 -
0016
0019

- 00 - - - - - 令和3年度

委託
調査

補助
金等

直近の外部有識者点
検実施年度

３つ目

項・事項

２つ目

施策名：2-1 経済の好循環を確実なものとするための税制の着実な実施、我が国の経済社会の構造変化及び喫緊の課題に応えるための税制の検討並びに税制についての広報の充実

施策名：1-1 重点的な予算配分を通じた財政の効率化・質的改善の推進

政策名：1 健全な財政の確保

外部有識者の所見施策 備　考

反映状況

令和５年度行政事業レビュー事業単位整理表兼点検結果の令和６年度予算概算要求への反映状況調表

事業
番号

事　　業　　名
令和４年度
補正後予算額

令和４年度

反映額

事業開始
年度

事業終了
(予定)年度

担当部局庁
評価結果

執行
可能額

 差引き
政策

行政事業レビュー推進チームの所見

所見の概要 反映内容執行額
会計区分 基金

政策名：2 適正かつ公平な課税の実現

政策名：3 国の資産・負債の適正な管理

令和４年度レビューシート番号

１つ目

令和５年度外部有識
者点検対象

令和５年度外部有識
者点検対象とした理由

施策名：2-2 内国税の適正かつ公平な賦課及び徴収

施策名：2-3 酒類業の健全な発達の促進

施策名：3-3 庁舎及び宿舎を含む国有財産の適正な管理・処分及び有効活用と情報提供の充実

1/4



様式１

（単位：百万円）

令和５年度 令和６年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ  Ｂ－Ａ＝Ｃ
３つを超える場

合

委託
調査

補助
金等

直近の外部有識者点
検実施年度

３つ目

項・事項

２つ目

外部有識者の所見施策 備　考

反映状況

事業
番号

事　　業　　名
令和４年度
補正後予算額

令和４年度

反映額

事業開始
年度

事業終了
(予定)年度

担当部局庁
評価結果

執行
可能額

 差引き
政策

行政事業レビュー推進チームの所見

所見の概要 反映内容執行額
会計区分 基金

令和４年度レビューシート番号

１つ目

令和５年度外部有識
者点検対象

令和５年度外部有識
者点検対象とした理由

0015
特定国有財産の整備
（一般会計）

平成23年度 終了予定なし 2,317 2,866 2,769 外部有識者点検対象外
事業内容の一部

改善

　特定国有財産整備計画の策定にあたっては、国有
財産の保有・活用などの機会収益を含む経済性を考
慮した上で、重要性・緊急性を検討する。
　また、計画の実施にあたっては、引き続き、ＰＦ
Ｉ事業の活用などによるコスト削減に取り組み、情
勢の変化に応じ計画を見直すとともに、一者応札の
改善に努める。

8,275 9,169 894 - 執行等改善

　特定国有財産整備計画の策定にあたって
は、国有財産の保有・活用などの機会収益を
含む経済性を考慮した上で、重要性・緊急性
を検討した。
　計画の実施にあたっては、引き続き、ＰＦ
Ｉ事業の活用などによるコスト削減の取組、
情勢の変化に応じた計画の見直し、一者応札
の改善に努めた。

〃 〃

（項）特定国有財産整備費
　（大事項）一般庁舎等に係
　　　　　　る特定施設整備
　　　　　　に必要な経費

財務 21 - 0017 - 00 - - - - - 令和4年度

0016 普通財産管理処分経費 昭和23年度 終了予定なし 5,935 5,296 4,779 外部有識者点検対象外
事業内容の一部

改善

　普通財産の処分のあり方については、引き続き、
透明性を確保しつつ、業務委託に当たっては、地域
の実情も考慮し、競争性を高め、経費削減に努め
る。

5,914 6,889 976 - 執行等改善
　引き続き、過去の執行実績を精査し、地域
の実情も考慮した上で、業務発注数の見直し
等を行いコスト削減に努める。

〃 〃

（項）財務局業務費
　（大事項）国有財産の管理
　　　　　　及び処分に必要
　　　　　　な経費

財務 21 - 0018 - 00 - - - - - 令和元年度

0017
特定国有財産の整備
（財政投融資特別会計特定国有財産整備勘定）

昭和44年度 令和14年度 22,066 20,037 19,791 外部有識者点検対象外
事業内容の一部

改善
　引き続き、未完了事業について事業の進捗状況を
公開し、実施状況の透明性の確保に務める。

18,547 7,694 ▲10,853 ▲2,064 縮減

　未完了事業について事業の進捗状況を公開
するなど、実施状況の透明性の確保に努め
た。
　なお、未完了事業についてはPFI事業を積極
的に活用したコスト削減を実施済。

〃
財政投融資特別会
計特定国有財産整

備勘定

（項）特定国有財産整備費
　（大事項）特定施設整備に
　　　　　　必要な経費
　（大事項）民間資金等を活
　　　　　　用した特定施設
　　　　　　整備に必要な経
　　　　　　費

財務 21 - 0020 - 00 - - - - - 令和4年度

0018 通貨に関する調査・研究 平成7年度 終了予定なし 3 3 0 外部有識者点検対象外
事業内容の一部

改善

　事業の実施に当たっては、調査項目や調査方法の
見直しを行い、経費の効率的な使用に努める。
　また、アクティビティ①については、定性的なア
ウトカムの設定となっているため、定量的な指標の
設定を検討する。

7 12 5 - 執行等改善
　入札価格の引き下げを目指しつつ、通貨を
取り巻く環境変化を踏まえながら調査設計の
不断の精査を図る。

旧事業名：通貨に関す
る実態調査

理財局 一般会計

（項）貨幣製造及信用秩序
　　　制度等企画立案費
　（大事項）貨幣の製造等に
　　　　　　必要な経費

財務 21 - 0022 - 00 - - - - - 令和2年度 ○

0019 貨幣の製造に必要な経費 平成15年度 終了予定なし 17,138 17,138 17,136 外部有識者点検対象外
事業内容の一部

改善

　貨幣の安定した製造及び労働生産性の向上やライ
フサイクルコストの管理・低減を図るため、設備投
資のあり方について検討を行うとともに、引き続
き、偽造抵抗力等を確保しつつ、コスト削減に取り
組むこと。
　貨幣の製造については、今後のキャッシュレス化
による貨幣の流通量の減少など、社会情勢の変化に
よる需要の変化を踏まえた上で、発行の規模や枚数
の検討を行う。
また、リサイクルや偽造防止の観点も含めた適切な
成果目標の設定を行うこと。

16,861 18,090 1,229 - 
年度内に改善を検

討

　貨幣の安定した製造及び労働生産性の向上
やライフサイクルコストの管理・低減を図る
ため、設備投資のあり方やコスト削減策を検
討する。
　貨幣の製造枚数については、今後のキャッ
シュレス化による貨幣の流通量の減少を考慮
しつつ、新旧500円貨の入替等の実施の必要性
を踏まえ、令和５年度と同水準とした（６億
枚）。

〃 〃 〃 財務 21 - 0023 - 00 - - - - - 令和4年度

新23-
0001

世界税関機構（WCO）アジア・大洋州地域情報連
絡事務所（RILO・AP）に係る拠出

令和5年度 令和9年度 - - - 外部有識者点検対象外 - - 121 159 38 - 執行等改善

 現在RILO・APをホストしている韓国税関及び
世界税関機構（WCO）との間で、RILO・APの設
置及び運用を円滑に行うために必要な経費を
検討・調整した上で、令和６年度概算要求を
実施。
 日本を含むアジア・大洋州地域内における安
全・安心な社会の確保、適切な関税の徴収、
関税法違反に対する効率的な取締の実施に貢
献するために、アジア・大洋州地域内の税関
当局による密輸関連情報の収集、分析、評価
及び発信の促進に努める。

関税局 一般会計

（項）関税制度等企画立案
　　　費
　（大事項）経済連携等の
　　　　　　推進に必要な
　　　　　　経費

財務 新23 - 0002 - 00 - - - - -

0020 取締機器等調査研究経費 平成9年度 終了予定なし 69 69 54 外部有識者点検対象外
事業内容の一部

改善

　調査研究に当たっては、引き続き、情報収集、外
部専門家からの意見聴取等の取組みを継続し、開発
技術情報を多方面から収集し、一者応札の改善に努
める。

53 93 40 - 執行等改善

　引き続き、取締機器に係る調査研究につい
ては、技術力の情報収集等を行い一者応札を
防ぎ、技術力及び価格面での競争性を確保す
る。

関税中央分析所 一般会計

（項）関税制度等企画立案
　　　費
　（大事項）関税中央分析所
　　　　　　に必要な経費

財務 21 - 0025 - 00 - - - - - 令和2年度

0021 税関監視艇整備運航経費 昭和21年度 終了予定なし 2,258 2,137 1,966

 本事業は、社会悪物品等の水際取締りに寄与す
る重要な事業であると認められ、税関監視艇の
計画的な運航により、密輸事犯の抑止力も期待
できると考えられる。
　不審事象等の発生件数は能動的にコントロー
ルできない中、自発的に発見件数や押収量をア
ウトカム指標として設定したことは評価できる
が、より効果的な取締りを可能にするため、税
関監視艇全体の望ましい配備・運航計画を作成
し、それをEBPMの根拠として効果検証すること
を検討されたい。

事業内容の一部
改善

　外部有識者の所見を踏まえ、より効果的な取締り
を可能にするため、税関監視艇全体の望ましい配
備・運航計画を作成し、それをEBPMの根拠として効
果検証することを検討する。

2,828 3,073 245 ▲3 縮減

　本事業では、税関監視艇の配備計画及び密
輸事犯の抑止や不審事象等の発見を目的とし
た運航計画を策定しているところ、引き続
き、当該計画について密輸リスクや取締状況
の変化に応じた所定の見直しを図りつつも着
実に実行し、成果指標を通じて効果検証を実
施する。
　なお、配備計画に基づき監視艇を更新する
ことで見込まれる燃費向上分の燃料費の削減
額を反映した。（▲３百万円）

「重要政策推進枠」
412

関税局 〃

（項）税関業務費
　（大事項）輸出入貨物の通
　　　　　　関及び関税等の
　　　　　　徴収並びに監視
　　　　　　取締りに必要な
　　　　　　経費
（項）船舶建造費
　（大事項）船舶建造に必要
　　　　　　な経費

財務 21 - 0026 - 00 - - - - 書面点検 その他 平成30年度

0022 Ｘ線検査装置整備等経費 昭和55年度 終了予定なし 1,809 2,529 2,072 外部有識者点検対象外
事業内容の一部

改善

　引き続き、効果的・効率的に装置を活用した取締
りを行うとともに、計画的かつ効率的な機器の運
用・更新に努める。
　また、一者応札になった案件の調達経過を分析す
ることにより、一者応札の改善に努める。

841 1,562 722 ▲377 縮減
　Ｘ線検査装置等の更新を見送ることによる
削減を反映した。

「重要政策推進枠」
1,060

〃 〃

（項）税関業務費
　（大事項）輸出入貨物の通
　　　　　　関及び関税等の
　　　　　　徴収並びに監視
　　　　　　取締りに必要な
　　　　　　経費

財務 21 - 0027 - 00 - - - - - 令和4年度

0023 大型Ｘ線検査装置整備等経費 平成12年度 終了予定なし 3,139 3,086 2,298 外部有識者点検対象外
事業内容の一部

改善

　引き続き、コスト削減に努めつつ、検査の効果
的・効率的な実施を進めることにより、円滑な通関
と効率的な検査体制の両立に努める。
　また、設定した指標により事業の効果を適切に評
価し、本事業が高い水準で維持されるよう努める。

2,789 2,842 52 ▲10 縮減
  執行実績を踏まえた保守経費の削減を反映
した。

「重要政策推進枠」
187

〃 〃 〃 財務 21 - 0028 - 00 - - - - - 平成30年度

0024 埠頭監視カメラ整備等経費 平成7年度 終了予定なし 2,373 2,373 2,246 外部有識者点検対象外
事業内容の一部

改善

　引き続き、コスト削減に努めつつ、技術的進歩に
応じて、取締レベルを維持しながら効率化の検討を
進める。

2,313 2,399 87 ▲97 縮減
  既存機器について再リースを活用すること
で機器借料の削減を反映した。

〃 〃 〃 財務 21 - 0029 - 00 - - - - - 令和元年度

0025 麻薬探知犬整備等経費 昭和54年度 終了予定なし 153 153 134 外部有識者点検対象外
事業内容の一部

改善

　引き続き、社会情勢に応じて麻薬探知犬を配備す
るとともに、麻薬探知犬の育成管理に係る経費の一
者応札の改善に努める。

154 157 3 ▲0 縮減
　麻薬探知犬の育成管理にかかる一部の調達
において、一者応札の改善を図った。

〃 〃 〃 財務 21 - 0030 - 00 - - - - - 令和3年度

0026
アジア開発銀行豊かで強靭なアジア太平洋日本基
金（JFPR）への拠出

平成12年度 終了予定なし 4,584 4,584 4,584 外部有識者点検対象外
事業内容の一部

改善

　引き続き、ＰＤＣＡサイクルに従い適切に運用す
るとともに、事業完了後の効果の持続については、
継続してモニターすることで、問題点があれば改善
するよう努める。
　また、活動内容及び外交政策の役割、貢献につい
て、国内外への発信の重要性を認識し、広報機能の
強化に努める。

4,607 7,627 3,021 - 執行等改善

　日本の開発政策における重点分野との整合
性を確保しつつ、PDCAの結果も踏まえたうえ
で、令和６年度概算要求を実施。今後もPDCA
サイクルに従い適切に運用し、事業完了後の
効果の持続については、継続してモニターす
ることで、問題点があれば改善するよう務め
るとともに、広報機能の強化に努める。

旧事業名：アジア開発
銀行貧困削減日本基金
（JFPR）への拠出

国際局 一般会計
（項）経済協力費
　（大事項）経済協力に必要
　　　　　　な経費

財務 21 - 0031 - 00 - - - - - 令和4年度

0027 アジア開発銀行日本奨学金制度（JSP）への拠出 昭和63年度 終了予定なし 817 817 817 外部有識者点検対象外
事業内容の一部

改善

　引き続き、ＰＤＣＡサイクルに従い適切に運用す
るとともに、事業完了後の効果の持続については、
継続してモニターすることで、問題点があれば改善
するよう努める。
　また、活動内容及び外交政策の役割、貢献につい
て、国内外への発信の重要性を認識し、広報機能の
強化に努める。

1,133 1,137 4 - 執行等改善

　日本の開発政策における重点分野との整合
性を確保しつつ、PDCAの結果も踏まえたうえ
で、令和６年度概算要求を実施。今後もPDCA
サイクルに従い適切に運用し、事業完了後の
効果の持続については、継続してモニターす
ることで、問題点があれば改善するよう務め
るとともに、広報機能の強化に努める。

〃 〃 〃 財務 21 - 0032 - 00 - - - - - 令和4年度

0028
世界銀行開発政策・人材育成基金（PHRD）への拠
出

平成2年度 終了予定なし 65,597 65,597 65,597 外部有識者点検対象外
事業内容の一部

改善

　引き続き、ＰＤＣＡサイクルに従い適切に運用す
るとともに、事業完了後の効果の持続については、
継続してモニターすることで、問題点があれば改善
するよう努める。
　また、活動内容及び外交政策の役割、貢献につい
て、国内外への発信の重要性を認識し、広報機能の
強化に努める。

13,633 21,437 7,804 - 執行等改善

　日本の開発政策における重点分野との整合
性を確保しつつ、PDCAの結果も踏まえたうえ
で、令和６年度概算要求を実施。今後もPDCA
サイクルに従い適切に運用し、事業完了後の
効果の持続については、継続してモニターす
ることで、問題点があれば改善するよう務め
るとともに、広報機能の強化に努める。

〃 〃 〃 財務 21 - 0033 - 00 - - - - - 令和4年度

0029
国際金融公社包括的日本信託基金（CJTF）への拠
出

平成6年度 終了予定なし 2,376 2,376 2,376 外部有識者点検対象外
事業内容の一部

改善

　引き続き、ＰＤＣＡサイクルに従い適切に運用す
るとともに、事業完了後の効果の持続については、
継続してモニターすることで、問題点があれば改善
するよう努める。
　また、活動内容及び外交政策の役割、貢献につい
て、国内外への発信の重要性を認識し、広報機能の
強化に努める。

1,603 2,769 1,166 - 執行等改善

　日本の開発政策における重点分野との整合
性を確保しつつ、PDCAの結果も踏まえたうえ
で、令和６年度概算要求を実施。今後もPDCA
サイクルに従い適切に運用し、事業完了後の
効果の持続については、継続してモニターす
ることで、問題点があれば改善するよう務め
るとともに、広報機能の強化に努める。

〃 〃 〃 財務 21 - 0034 - 00 - - - - - 令和4年度

0030 多数国間投資保証機関（MIGA)基金への拠出 平成9年度 終了予定なし 3,024 3,024 3,024 外部有識者点検対象外
事業内容の一部

改善

　引き続き、ＰＤＣＡサイクルに従い適切に運用す
るとともに、事業完了後の効果の持続については、
継続してモニターすることで、問題点があれば改善
するよう努める。
　また、活動内容及び外交政策の役割、貢献につい
て、国内外への発信の重要性を認識し、広報機能の
強化に努める。

274 2,740 2,466 - 執行等改善

　日本の開発政策における重点分野との整合
性を確保しつつ、PDCAの結果も踏まえたうえ
で、令和６年度概算要求を実施。今後もPDCA
サイクルに従い適切に運用し、事業完了後の
効果の持続については、継続してモニターす
ることで、問題点があれば改善するよう務め
るとともに、広報機能の強化に努める。

〃 〃 〃 財務 21 - 0035 - 00 - - - - - 令和4年度

0031 米州開発銀行日本特別基金（JSF）への拠出 昭和63年度 終了予定なし 1,841 1,841 1,841 外部有識者点検対象外
事業内容の一部

改善

　引き続き、ＰＤＣＡサイクルに従い適切に運用す
るとともに、事業完了後の効果の持続については、
継続してモニターすることで、問題点があれば改善
するよう努める。
　また、活動内容及び外交政策の役割、貢献につい
て、国内外への発信の重要性を認識し、広報機能の
強化に努める。

2,055 2,137 82 - 執行等改善

　日本の開発政策における重点分野との整合
性を確保しつつ、PDCAの結果も踏まえたうえ
で、令和６年度概算要求を実施。今後もPDCA
サイクルに従い適切に運用し、事業完了後の
効果の持続については、継続してモニターす
ることで、問題点があれば改善するよう務め
るとともに、広報機能の強化に努める。

〃 〃 〃 財務 21 - 0036 - 00 - - - - - 令和4年度

施策名：5-3 関税等の適正な賦課及び徴収、社会悪物品等の密輸阻止並びに税関手続における利用者利便の向上

政策名：5 貿易の秩序維持と健全な発展

政策名：6 国際金融システムの安定的かつ健全な発展と開発途上国の経済社会の発展の促進

政策名：4 通貨及び信用秩序に対する信頼の維持

施策名：6-2 開発途上国における安定的な経済社会の発展に資するための資金協力・知的支援を含む多様な協力の推進

施策名：5-2 多角的自由貿易体制の維持・強化及び経済連携の推進並びに税関分野における国際的な貿易円滑化の推進

施策名：4-1 通貨の円滑な供給及び偽造・変造の防止
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0032
アフリカ開発銀行開発政策・人材育成基金
（PHRDG）への拠出

平成2年度 終了予定なし 346 346 346 外部有識者点検対象外
事業内容の一部

改善

　引き続き、ＰＤＣＡサイクルに従い適切に運用す
るとともに、事業完了後の効果の持続については、
継続してモニターすることで、問題点があれば改善
するよう努める。
　また、活動内容及び外交政策の役割、貢献につい
て、国内外への発信の重要性を認識し、広報機能の
強化に努める。

685 959 274 - 執行等改善

　日本の開発政策における重点分野との整合
性を確保しつつ、PDCAの結果も踏まえたうえ
で、令和６年度概算要求を実施。今後もPDCA
サイクルに従い適切に運用し、事業完了後の
効果の持続については、継続してモニターす
ることで、問題点があれば改善するよう務め
るとともに、広報機能の強化に努める。

〃 〃 〃 財務 21 - 0037 - 00 - - - - - 令和4年度

0033
アフリカ開発銀行アフリカ民間セクター向け支援
基金（FAPA）への拠出

平成17年度 終了予定なし 486 486 486 外部有識者点検対象外
事業内容の一部

改善

　引き続き、ＰＤＣＡサイクルに従い適切に運用す
るとともに、事業完了後の効果の持続については、
継続してモニターすることで、問題点があれば改善
するよう努める。
　また、活動内容及び外交政策の役割、貢献につい
て、国内外への発信の重要性を認識し、広報機能の
強化に努める。

527 548 21 - 執行等改善

　日本の開発政策における重点分野との整合
性を確保しつつ、PDCAの結果も踏まえたうえ
で、令和６年度概算要求を実施。今後もPDCA
サイクルに従い適切に運用し、事業完了後の
効果の持続については、継続してモニターす
ることで、問題点があれば改善するよう務め
るとともに、広報機能の強化に努める。

〃 〃 〃 財務 21 - 0038 - 00 - - - - - 令和4年度

0034
欧州復興開発銀行日本・EBRD協力基金（JECF）へ
の拠出

平成3年度 終了予定なし 1,536 1,536 1,536 外部有識者点検対象外
事業内容の一部

改善

　引き続き、ＰＤＣＡサイクルに従い適切に運用す
るとともに、事業完了後の効果の持続については、
継続してモニターすることで、問題点があれば改善
するよう努める。
　また、活動内容及び外交政策の役割、貢献につい
て、国内外への発信の重要性を認識し、広報機能の
強化に努める。

560 1,490 930 - 執行等改善

　日本の開発政策における重点分野との整合
性を確保しつつ、PDCAの結果も踏まえたうえ
で、令和６年度概算要求を実施。今後もPDCA
サイクルに従い適切に運用し、事業完了後の
効果の持続については、継続してモニターす
ることで、問題点があれば改善するよう務め
るとともに、広報機能の強化に努める。

〃 〃 〃 財務 21 - 0039 - 00 - - - - - 令和4年度

0035 国際通貨基金日本管理勘定　技術支援への拠出 平成元年度 終了予定なし 1,832 1,832 1,832 外部有識者点検対象外
事業内容の一部

改善

　引き続き、ＰＤＣＡサイクルに従い適切に運用す
るとともに、事業完了後の効果の持続については、
継続してモニターすることで、問題点があれば改善
するよう努める。
　また、活動内容及び外交政策の役割、貢献につい
て、国内外への発信の重要性を認識し、広報機能の
強化に努める。

2,510 4,874 2,365 - 執行等改善

　日本の開発政策における重点分野との整合
性を確保しつつ、PDCAの結果も踏まえたうえ
で、令和６年度概算要求を実施。今後もPDCA
サイクルに従い適切に運用し、事業完了後の
効果の持続については、継続してモニターす
ることで、問題点があれば改善するよう務め
るとともに、広報機能の強化に努める。

旧事業名:国際通貨基金
日本信託基金（JSA)
技術支援への拠出

〃 〃 〃 財務 21 - 0040 - 00 - - - - - 令和4年度

0036 国際通貨基金　低所得国等向け資金支援への拠出 平成23年度 終了予定なし 15,660 15,660 15,660 外部有識者点検対象外
事業内容の一部

改善

　引き続き、ＰＤＣＡサイクルに従い適切に運用す
るとともに、事業完了後の効果の持続については、
継続してモニターすることで、問題点があれば改善
するよう努める。
　また、活動内容及び外交政策の役割、貢献につい
て、国内外への発信の重要性を認識し、広報機能の
強化に努める。

1,370 4,425 3,055 - 執行等改善

　日本の開発政策における重点分野との整合
性を確保しつつ、PDCAの結果も踏まえたうえ
で、令和６年度概算要求を実施。今後もPDCA
サイクルに従い適切に運用し、事業完了後の
効果の持続については、継続してモニターす
ることで、問題点があれば改善するよう務め
るとともに、広報機能の強化に努める。

〃 〃 〃 財務 21 - 0040 - 00 - - - - -

0037 国際通貨基金日本管理勘定　奨学金制度への拠出 平成5年度 終了予定なし 381 381 381 外部有識者点検対象外
事業内容の一部

改善

　引き続き、ＰＤＣＡサイクルに従い適切に運用す
るとともに、事業完了後の効果の持続については、
継続してモニターすることで、問題点があれば改善
するよう努める。
　また、活動内容及び外交政策の役割、貢献につい
て、国内外への発信の重要性を認識し、広報機能の
強化に努める。

457 457 - - 執行等改善

　日本の開発政策における重点分野との整合
性を確保しつつ、PDCAの結果も踏まえたうえ
で、令和６年度概算要求を実施。今後もPDCA
サイクルに従い適切に運用し、事業完了後の
効果の持続については、継続してモニターす
ることで、問題点があれば改善するよう務め
るとともに、広報機能の強化に努める。

旧事業名:国際通貨基金
日本信託基金（JSA)
奨学金制度への拠出

〃 〃 〃 財務 21 - 0041 - 00 - - - - - 令和4年度

0038 東南アジア諸国連合（ASEAN）事務局拠出金 平成13年度 終了予定なし 115 115 115 外部有識者点検対象外
事業内容の一部

改善

　引き続き、ＰＤＣＡサイクルに従い適切に運用す
るとともに、事業完了後の効果の持続については、
継続してモニターすることで、問題点があれば改善
するよう努める。
　また、活動内容及び外交政策の役割、貢献につい
て、国内外への発信の重要性を認識し、広報機能の
強化に努める。

113 121 8 - 執行等改善

　日本の開発政策における重点分野との整合
性を確保しつつ、PDCAの結果も踏まえたうえ
で、令和６年度概算要求を実施。今後もPDCA
サイクルに従い適切に運用し、事業完了後の
効果の持続については、継続してモニターす
ることで、問題点があれば改善するよう努め
るとともに、広報機能の強化に努める。

〃 〃 〃 財務 21 - 0042 - 00 - - - - - 令和4年度

0039
東南アジア諸国連合プラス三箇国マクロ経済調査
事務局（AMRO）拠出金

平成23年度 終了予定なし 802 802 802 外部有識者点検対象外
事業内容の一部

改善

　引き続き、ＰＤＣＡサイクルに従い適切に運用す
るとともに、事業完了後の効果の持続については、
継続してモニターすることで、問題点があれば改善
するよう努める。
　また、活動内容及び外交政策の役割、貢献につい
て、国内外への発信の重要性を認識し、広報機能の
強化に努める。

1,238 1,404 165 - 執行等改善

　日本の開発政策における重点分野との整合
性を確保しつつ、PDCAの結果も踏まえたうえ
で、令和６年度概算要求を実施。今後もPDCA
サイクルに従い適切に運用し、事業完了後の
効果の持続については、継続してモニターす
ることで、問題点があれば改善するよう努め
るとともに、広報機能の強化に努める。

〃 〃 〃 財務 21 - 0043 - 00 - - - - - 令和4年度

0040
経済協力開発機構日本基金（JVC）金融・環境・
開発への拠出

平成6年度 終了予定なし 328 328 328 外部有識者点検対象外
事業内容の一部

改善

　引き続き、ＰＤＣＡサイクルに従い適切に運用す
るとともに、事業完了後の効果の持続については、
継続してモニターすることで、問題点があれば改善
するよう努める。
　また、活動内容及び外交政策の役割、貢献につい
て、国内外への発信の重要性を認識し、広報機能の
強化に努める。

441 546 105 - 執行等改善

　日本の開発政策における重点分野との整合
性を確保しつつ、PDCAの結果も踏まえたうえ
で、令和６年度概算要求を実施。今後もPDCA
サイクルに従い適切に運用し、事業完了後の
効果の持続については、継続してモニターす
ることで、問題点があれば改善するよう務め
るとともに、広報機能の強化に努める。

〃 〃 〃 財務 21 - 0044 - 00 - - - - - 令和4年度

0041
アジア・太平洋マネーロンダリング対策グループ
（APG）への拠出

令和2年度 終了予定なし - - - 外部有識者点検対象外
事業内容の一部

改善

　引き続き、ＰＤＣＡサイクルに従い適切に運用す
るとともに、事業完了後の効果の持続については、
継続してモニターすることで、問題点があれば改善
するよう努める。
　また、活動内容及び外交政策の役割、貢献につい
て、国内外への発信の重要性を認識し、広報機能の
強化に努める。

46 0 ▲46 - 執行等改善

　日本の開発政策における重点分野との整合
性を確保しつつ、今後もPDCAサイクルに従い
適切に運用し、事業完了後の効果の持続につ
いては、継続してモニターすることで、問題
点があれば改善するよう務めるとともに、広
報機能の強化に努める。

〃 〃 〃 財務 21 - 0045 - 00 - - - - -

0042
経済協力開発機構（OECD）租税政策・税務行政セ
ンター等の行う税務関連事業に対する拠出

平成4年度 終了予定なし 486 486 486 外部有識者点検対象外
事業内容の一部

改善

　引き続き、ＰＤＣＡサイクルに従い適切に運用す
るとともに、事業完了後の効果の持続については、
継続してモニターすることで、問題点があれば改善
するよう努める。
　また、活動内容及び外交政策の役割、貢献につい
て、国内外への発信の重要性を認識し、広報機能の
強化に努める。

607 710 103 - 執行等改善

　日本の開発政策における重点分野との整合
性を確保しつつ、PDCAの結果も踏まえたうえ
で、令和６年度概算要求を実施。今後もPDCA
サイクルに従い適切に運用し、事業完了後の
効果の持続については、継続してモニターす
ることで、問題点があれば改善するよう務め
るとともに、広報機能の強化に努める。

旧事業名：経済協力開
発機構日本基金（JVC）
税制及び税務執行の支
援に関するOECDプログ
ラム、税に関する透明
性と情報交換について
のグローバル・フォー
ラム、OECD/G20 BEPSプ
ロジェクトへの拠出

主税局 〃 〃 財務 21 - 0046 - 00 - - - - - 令和4年度

0043 アジア開発銀行国内資金動員信託基金への拠出 平成29年度 終了予定なし 184 184 184 外部有識者点検対象外
事業内容の一部

改善

　引き続き、ＰＤＣＡサイクルに従い適切に運用す
るとともに、事業完了後の効果の持続については、
継続してモニターすることで、問題点があれば改善
するよう努める。
　また、活動内容及び外交政策の役割、貢献につい
て、国内外への発信の重要性を認識し、広報機能の
強化に努める。

247 206 ▲41 - 執行等改善

　日本の開発政策における重点分野との整合
性を確保しつつ、PDCAの結果も踏まえたうえ
で、令和６年度概算要求を実施。今後もPDCA
サイクルに従い適切に運用し、事業完了後の
効果の持続については、継続してモニターす
ることで、問題点があれば改善するよう務め
るとともに、広報機能の強化に努める。

30年度に№0031より分
割

〃 〃 〃 財務 21 - 0047 - 00 - - - - - 令和4年度

0044 関税協力理事会関税協力基金（CCF）への拠出 平成元年度 終了予定なし 393 393 393 外部有識者点検対象外
事業内容の一部

改善

　引き続き、ＰＤＣＡサイクルに従い適切に運用す
るとともに、事業完了後の効果の持続について適切
にモニターすることのできるアウトカムの設定を検
討する。
　また、活動内容及び外交政策の役割、貢献につい
て、国内外への発信の重要性を認識し、広報機能の
強化に努める。

403 428 25 - 執行等改善

　日本の開発政策における重点分野との整合
性を確保しつつ、PDCAの結果も踏まえたうえ
で、令和６年度概算要求を実施。今後もPDCA
サイクルに従い適切に運用し、事業完了後の
効果の持続については、継続してモニターす
ることで、問題点があれば改善するよう務め
るとともに、広報機能の強化に努める。

関税局 〃 〃 財務 21 - 0048 - 00 - - - - - 令和4年度

0045
関税協力理事会関税協力基金（CCF）模倣品・海
賊版拡散防止への拠出

平成20年度 終了予定なし 132 132 132 外部有識者点検対象外
事業内容の一部

改善

　引き続き、ＰＤＣＡサイクルに従い適切に運用す
るとともに、事業完了後の効果の持続について適切
にモニターすることのできるアウトカムの設定を検
討する。
　また、活動内容及び外交政策の役割、貢献につい
て、国内外への発信の重要性を認識し、広報機能の
強化に努める。

135 143 7 - 執行等改善

　日本の開発政策における重点分野との整合
性を確保しつつ、PDCAの結果も踏まえたうえ
で、令和６年度概算要求を実施。今後もPDCA
サイクルに従い適切に運用し、事業完了後の
効果の持続については、継続してモニターす
ることで、問題点があれば改善するよう務め
るとともに、広報機能の強化に努める。

〃 〃 〃 財務 21 - 0049 - 00 - - - - - 令和4年度

0046 アジア太平洋経済協力（APEC）拠出金 平成5年度 終了予定なし 17 17 17 外部有識者点検対象外
事業内容の一部

改善

　引き続き、ＰＤＣＡサイクルに従い適切に運用す
るとともに、事業完了後の効果の持続については、
継続してモニターすることで、問題点があれば改善
するよう努める。
　また、活動内容及び外交政策の役割、貢献につい
て、国内外への発信の重要性を認識し、広報機能の
強化に努める。

20 21 1 - 執行等改善

　日本の開発政策における重点分野との整合
性を確保しつつ、PDCAの結果も踏まえたうえ
で、令和６年度概算要求を実施。今後もPDCA
サイクルに従い適切に運用し、事業完了後の
効果の持続については、継続してモニターす
ることで、問題点があれば改善するよう務め
るとともに、広報機能の強化に努める。

〃 〃 〃 財務 21 - 0050 - 00 - - - - - 令和4年度

0047
独立行政法人国際協力機構有償資金協力部門への
出資

昭和35年度 終了予定なし 47,090 47,090 47,090 外部有識者点検対象外
事業内容の一部

改善

　引き続き、（１）最近の国際情勢等を勘案し、Ｊ
ＩＣＡと国際機関との連携強化に努めるとともに、
有償資金協力事業を戦略的かつ効率的に活用する。
（２）途上国の経済・財政状況の悪化等を踏まえ、
ＪＩＣＡの財務の健全性が維持されるよう、融資等
に係るリスク管理を強化する。（３）事業成果や財
務状況等についての情報開示を強化するなど、有償
資金協力事業の透明性の確保に一層努める。

47,840 49,900 2,060 - 執行等改善

　有償資金協力事業の戦略的かつ効率的な執
行を図るため、「骨太の方針2023」等に基づ
き、今後とも関係機関との連携に一層努め
る。融資等に係るリスク管理を通じ、JICAの
財務の健全性を引き続き維持するよう努め
る。
　また、円借款事業の事後評価実施における
入札手続の透明性・公正性についても、引き
続き確保していく。

重要政策推進枠
48,300,000

国際局 〃 〃 財務 21 - 0051 - 00 - - - - - 令和3年度

0048 米州投資公社出資金 昭和60年度 終了予定なし 159 159 159 外部有識者点検対象外
事業内容の一部

改善

　引き続き、ＰＤＣＡサイクルにおける協議によっ
て、日本が重視する開発分野に対する投融資及び技
術支援に結びけるとともに、各事業の活動内容及び
外交政策の役割、貢献について、国内外への発信の
重要性を認識し、広報機能の強化に努める。

0 27 27 - 執行等改善

　引き続き、ＰＤＣＡサイクルにおける協議
によって、日本が重視する開発分野に対する
投融資及び技術支援に結びつけることに留意
するとともに、広報機能の強化に努める。

〃 〃 〃 財務 21 - 0052 - 00 - - - - - 令和4年度
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0049
新創業融資等実施事業
（日本政策金融公庫補給金・日本政策金融公庫出
資金）

昭和24年度 終了予定なし 24,985 24,985 21,874

  本事業は、民間金融機関の活動等による外的
要因を踏まえると、定量的な成果指標を設定す
ることが難しいということは理解できるが、事
業主体である日本政策金融公庫における融資事
業の効果検証方法を把握するとともに、事業主
管官庁としての政策効果を図る成果指標の設定
を検討すること。
 スタートアップ育成５か年計画が重視する
ディープテック関連事業については、本事業に
よりカバーされており同計画の遂行に役立って
いるものと考えられるが、上乗せ金利減免の効
果について検証すること。

事業内容の一部
改善

　外部有識者の所見を踏まえ、事業主体である日本
政策金融公庫における融資事業の効果検証方法を把
握するとともに、事業主管官庁としての政策効果の
測定について引き続き分析・検討を行うよう努め
る。

13,705 15,092 1,387 - 執行等改善

　外的要因の影響を受けるため、本事業に係
る定量的な成果指標を設定することは困難で
あるが、各種貸付制度が事業者に実際にどの
ように利用されているかを確認することは重
要であることから、主務省として、今後も引
き続き、事業主体である日本政策金融公庫に
おける取組を適時適切に把握する。
　令和６年度概算要求についても、過年度ま
でと同様に、融資実績・顧客の利便性・政府
方針などを踏まえ、適切に対応した。

30年度にセーフティ
ネット貸付等実施事業
（日本政策金融公庫出
資金）を統合

政策金融課 一般会計

（項）政策金融費
　（大事項）政府関係金融機
　　　　　　関の運営に必要
　　　　　　な経費

財務 21 - 0053 - 00 - - - - 書面点検 その他 令和2年度

0050
中小企業信用保険事業
（日本政策金融公庫出資金）

昭和25年度 終了予定なし 56,820 56,820 56,820

  本事業における適切な信用保証の規模は、経
済状況や資金需要等の外的要因により変化する
ものであるため、定量的な目標設定が難しいと
いうことは理解できるが、市場における信用保
証のニーズをモニタリングしつつ、事業の適正
規模を図りながら中小企業等の資金調達の円滑
化を図るととともに、事業主管官庁として本事
業の執行機関の実施状況を監督するなど、制度
全体としての効果測定について引き続き分析・
検討を行うこと。

事業内容の一部
改善

　外部有識者の所見を踏まえ、市場における信用保
証のニーズをモニタリングしつつ、事業の適正規模
を図りながら中小企業等の資金調達の円滑化を図る
とともに、事業主管官庁として本事業の執行機関の
実施状況を監督するなど、制度全体としての効果測
定について引き続き分析・検討を行うよう努める。

46,700 62,000 15,300 - 執行等改善

　引き続き信用保険・信用保証制度の利用実
績等の詳細な実施状況を把握しつつ、その効
果の測定・分析に努める。
　令和６年度概算要求において、上記の取組
を踏まえ、経済状況や過去の実績に照らして
将来の利用状況を予測し事業の規模（令和６
年度の保険引受見込額）とした。

〃 〃 〃 財務 21 - 0054 - 00 - - - - 書面点検 その他 令和2年度

0051
危機対応円滑化業務
（危機対応円滑化業務出資金・補助金・補給金）

平成20年度 終了予定なし 79 79 63

 本事業は、危機対応業務という性格から、定量
的な目標設定が難しいということは理解できる
が、実施プロセスについての検証に資する定性
的な目標を検討すること。

事業内容の一部
改善

　外部有識者の所見を踏まえ、運営体制が危機発生
時に円滑に対応可能なものであるか、継続的にモニ
タリングを実施し、必要に応じて実施プロセスの改
善に努める。

80 83 3 - 執行等改善

　政策目標の円滑な達成に向け、適切に運営
されているか、継続したモニタリングを行う
こととする。また、金融秩序の混乱や大規模
な災害、感染症等による被害に適切に対処す
るため、必要に応じて実施プロセスの見直し
を行い、改善に努める。

〃 〃

（項）政策金融費
　（大事項）危機対応円滑化
　　　　　　業務に必要な経
　　　　　　費

財務 21 - 0055 - 00 - - - - 書面点検 その他 令和2年度 ○

0052 地震再保険事業 昭和41年度 終了予定なし 109,941 109,941 74,508 外部有識者点検対象外
事業内容の一部

改善

　引き続き、地震保険制度の運営の安定性確保や契
約者の利便性向上の観点から、制度のモニタリング
を継続的に行うとともに、地震保険の制度等を広く
周知するため、更なる広報活動に努める。

108,891 112,212 3,321 - 執行等改善

　令和4年度行政事業レビューにおいて、「地
震保険制度の運営の安定性確保や契約者の利
便性向上の観点から、制度のモニタリングを
継続的に行うとともに、地震保険の制度等を
広く周知するため、更なる広報活動に努め
る」との行政事業レビュー推進チームの所見
を踏まえ、引き続き民間危険準備金残高の回
復を図る取組を推進するとともに、迅速・確
実に再保険金を支払う。また、迅速な保険金
支払に資するよう保険会社におけるデジタル
化の取組についてフォローアップを行うな
ど、制度のモニタリングを継続的に行う。さ
らに、財務省ウェブサイトやＳＮＳの活用に
加え、損害保険業界の広報活動への支援や政
府広報等との連携を行い、地震保険の更なる
普及促進に取り組んでいく。

信用機構課
地震再保険
特別会計

（項）再保険費
　（大事項）地震再保険金支
　　　　　　払に必要な経費

財務 21 - 0056 - 00 - - - - - 令和3年度

0053 国家公務員共済組合連合会等助成費 昭和25年度 終了予定なし 84,952 84,952 84,796 外部有識者点検対象外
事業内容の一部

改善

　概算交付については、引き続き、実態に合致した
効率化の推進に努める。
　また、特定健康診査等交付事業については、受診
率が向上した取組を共済組合間で共有することによ
り、更なる受診率の向上に努める。

84,373 83,752 ▲622 - 執行等改善

　概算交付については、引き続き、実態に合
致した効率化の推進に努める。
　また、特定健康診査等交付事業について
は、受診率が向上した取組を共済組合間で共
有することにより、更なる受診率の向上に努
める。

主計局 一般会計

（項）国家公務員共済組合
　　　連合会等助成費
　（大事項）国家公務員共済
　　　　　　組合連合会等補
　　　　　　助等に必要な経
　　　　　　費
　（大事項）日本郵政共済組
　　　　　　合等補助に必要
　　　　　　な経費
　（大事項）日本郵政共済組
　　　　　　合等負担金に必
　　　　　　要な経費

財務 21 - 0057 - 00 - - - - - 令和4年度 ○

0054 広報活動の改善を目的とした各種調査 平成28年度 終了予定なし 4 4 2 外部有識者点検対象外
事業内容の一部

改善

　引き続き、各種の調査について、実施方法及び
様々な視点による効果的な調査項目等の検討を続け
る。
　また、定性的なアウトカムの設定となっているた
め、定量的な指標の設定を検討する。

4 4 ▲1 - 執行等改善
　引き続き入札における競争性の確保に努
め、実施方法や質問内容の見直し等を行い、
効果的な調査の実施を行う。

旧事業名：広報資料の
改善を目的とした各種
調査

文書課 一般会計
（項）財務本省共通費
　（大事項）財務本省一般行
　　　　　　政に必要な経費

財務 21 - 0058 - 00 - - - - - 令和元年度 ○

0055 財政経済計量分析委託 平成17年度 終了予定なし 12 15 15 外部有識者点検対象外
事業内容の一部

改善

　引き続き、研究成果が有効に活用されるよう省内
外への還元を図るとともに、一者応札の改善に向
け、調達価格の妥当性の検証をするなど、競争性の
確保に努める。
　また、定性的なアウトカムの設定となっているた
め、定量的な指標の設定を検討する。

12 12 0 - 執行等改善

　引き続き、研究成果の還元方法を検討する
とともに、調達価格の妥当性を検証する観点
から、業者への聞き取りや業務内容の分析を
行い、必要な業務の見直しを検討して、競争
性の確保に努める。また、定量的な指標の設
定を検討する。

財務総合政策
研究所

〃

（項）財務本省共通費
　（大事項）財務総合政策研
　　　　　　究所に必要な経
　　　　　　費

財務 21 - 0059 - 00 - - - - - 令和元年度 ○

0056 財務本省施設費 昭和24年度 終了予定なし 260 99 99 外部有識者点検対象外
事業内容の一部

改善

　引き続き、庁舎等の老朽化を考慮し、改修・修繕
の必要性、緊急性が高いものから早急に工事を進め
る等、積極的な対応を検討する。

261 263 2 ▲4 縮減

　経年劣化が進む庁舎機能の維持、安全性確
保の観点から、予算要求に際しては、緊急度
等により優先案件を選定するとともに、工法
及び工期の工夫等によるコスト削減を反映し
た。

会計課 〃
（項）財務本省施設費
　（大事項）財務本省施設整
　　　　　　備に必要な経費

財務 21 - 0060 - 00 - - - - - 令和3年度

0057 財務局施設費 昭和24年度 終了予定なし 417 411 277 外部有識者点検対象外
事業内容の一部

改善

　引き続き、庁舎等の老朽化を考慮し、改修・修繕
の必要性、緊急性が高いものから早急に工事を進め
る等、積極的な対応を検討する。

220 321 101 ▲47 縮減

　庁舎の老朽化の状況等も考慮しつつ、改修
等の必要性、緊急性の高いものから優先的に
工事を実施するとともに、工法の工夫等によ
り更なるコスト削減を反映した。

地方課 〃
（項）財務局施設費
　（大事項）財務局施設整備
　　　　　　に必要な経費

財務 21 - 0061 - 00 - - - - - 令和3年度

0058 税関施設費 昭和24年度 終了予定なし 392 457 446 外部有識者点検対象外
事業内容の一部

改善

　引き続き、庁舎等の老朽化を考慮し、改修・修繕
の必要性、緊急性が高いものから早急に工事を進め
る等、積極的な対応を検討する。
  また、行政需要に応じ、施設の新規整備を行うな
ど、適切に対応する。

205 1,882 1,677 ▲62 縮減
　改修の必要性及び緊急性を勘案のうえ、改
修内容を見直したことによる削減額を反映し
た。

関税局 〃
（項）税関施設費
　（大事項）税関施設整備に
　　　　　　必要な経費

財務 21 - 0062 - 00 - - - - - 令和3年度

0059 国税庁施設費 昭和24年度 終了予定なし 2,527 2,033 1,883 外部有識者点検対象外
事業内容の一部

改善

　引き続き、庁舎等の老朽化を考慮し、改修・修繕
の必要性、緊急性が高いものから早急に工事を進め
る等、積極的な対応を検討する。

2,542 2,946 404 ▲94 縮減

　庁舎等の老朽化を考慮し、改修・修繕の必
要性、緊急性が高いものから早急に工事を進
める等、積極的な対応を検討するとともに、
工法の工夫等によるコスト削減を反映した。

国税庁 〃
（項）国税庁施設費
　（大事項）国税庁施設整備
　　　　　　に必要な経費

財務 21 - 0063 - 00 - - - - - 令和3年度

370,205 370,280 363,600 283,770 332,633 48,814 ▲1,372 

109,941 109,941 74,508 108,891 112,212 3,321 - 

22,066 20,037 19,791 18,547 7,694 ▲10,853 ▲2,064 

37,232,919 29,634,477 25,228,037 35,192,506 29,664,454 ▲5,528,052 

89 89 64 90 89 ▲1 

237,174,047 237,186,828 232,556,012 239,473,695 226,512,493 ▲12,961,202 

1,147,486 1,147,486 113,773 2,419,319 1,306,930 ▲1,112,389 

35,288,541 35,288,541 32,782,293 23,901,577 29,700,205 5,798,628 

716,391 697,981 576,051 1,016,707 462,387 ▲554,319 

467 467 176 597 573 ▲24 

296,054 296,054 245,552 115,597 121,581 5,985 

37,603,124 30,004,756 25,591,637 35,476,276 29,997,087 ▲5,479,237 

110,030 110,030 74,572 108,980 112,301 3,320 

237,174,047 237,186,828 232,556,012 239,473,695 226,512,493 ▲12,961,202 

1,147,486 1,147,486 113,773 2,419,319 1,306,930 ▲1,112,389 

35,288,541 35,288,541 32,782,293 23,901,577 29,700,205 5,798,628 

716,391 697,981 576,051 1,016,707 462,387 ▲554,319 

22,533 20,505 19,967 19,144 8,267 ▲10,877 

296,054 296,054 245,552 115,597 121,581 5,985 

注１．　該当がない場合は「－」を記載し、負の数値を記載する場合は「▲」を使用する。

注２．「執行可能額」とは、補正後予算額から繰越額、移流用額、予備費等を加除した計数である。

注３．「行政事業レビュー推進チームの所見」の「評価結果」欄の各判定の考え方はそれぞれ次のとおりである。

「廃止」：「事業目的に重大な問題がある」、「地方自治体や民間等に委ねるべき」、「効果が見込めない事業内容や実施方法となっている」などの状況にあり、事業の存続自体に問題があると考えられる場合

「事業全体の抜本的な改善」：事業の存続自体を問題とするまでには至らないが、事業全体として「事業内容が事業目的の達成手段として有効でない」、「資金が効率的に使われていない」、「効果が薄い」など、十分に効果的・効率的な事業となっておらず、事業内容を大幅かつ抜本的に見直すべきと考えられる場合

「事業内容の一部改善」：より効果的・効率的な事業とするため、事業の中の一部のメニューの改廃、事業実施方法や執行方法の一部の改善等によって、事業内容の一部を見直すべきと考えられる場合

「終了予定」：令和４年度終了事業や令和５年度終了予定事業など令和５年度のレビューを実施する前に令和６年度予算概算要求を行わないことが決まっていた事業

注４．「反映内容」欄の各判定の考え方については、次のとおりである。

　　　　「廃止」：令和５年度の点検の結果、事業を廃止し令和６年度予算概算要求において予算要求を行わないもの（前年度終了事業等は含まない。）

　　　　「縮減」：令和５年度の点検の結果、見直しが行われ令和６年度予算概算要求において何らかの削減を行うもの（事業の見直しを行い、部分的に予算の縮減を行うものの、事業全体としては概算要求額が増加する場合も含む。）

　　　　「執行等改善」：令和５年度の点検の結果、令和６年度予算概算要求の金額に反映は行わないものの、明確な廃止年限の設定や執行等の改善を行うもの（概算要求時点で「改善事項を実施済み」又は「具体的な改善事項を意思決定済み」となるものに限る。）

　　　　「年度内に改善を検討」：令和５年度の点検の結果、令和６年度予算概算要求の金額に反映は行わないものの、令和４年度末までに執行等の改善を検討しているもの（概算要求時点で「改善事項を実施済み」又は「具体的な改善事項を意思決定済み」となるものは含まない。）

　　　　「予定通り終了」：前年度終了事業等であって、予定通り事業を終了し令和６年度予算概算要求において予算要求しないもの。

　　　　「現状通り」：令和５年度の点検の結果、令和６年度予算概算要求の金額に反映すべき点及び執行等で改善すべき点がないもの（廃止、縮減、執行等改善、年度内に改善を検討及び予定通り終了以外のもの）

注５．予備費を使用した場合は「備考」欄にその旨を記載するとともに、金額と支出が決定した閣議決定日を記載すること。

東日本大震災復興特別会計

国債整理基金特別会計

外国為替資金特別会計

地震再保険特別会計

財政投融資特別会計　財政融資資金勘定

財政投融資特別会計　投資勘定

財政投融資特別会計　特定国有財産整備勘定

地震再保険特別会計

国債整理基金特別会計

外国為替資金特別会計

東日本大震災復興特別会計

財政投融資特別会計　財政融資資金勘定

財政投融資特別会計　投資勘定

財政投融資特別会計　特定国有財産整備勘定

行政事業レビュー対象外　計

一般会計

行政事業レビュー対象　計

政策名：財務省が所管する法人及び事業等の適正な管理、運営の確保

一般会計

地震再保険特別会計

いずれの政策・施策にも関連しないもの

合　　　　　計

一般会計

財政投融資特別会計　特定国有財産整備勘定

施策名：7-1 政府関係金融機関等の適正かつ効率的な運営の確保

施策名：8-1 地震再保険事業の健全な運営

施策名：9-1 安定的で効率的な国家公務員共済制度等の構築及び管理
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	（様式1）令和4年度実施事業及び令和5年度新規事業

